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研究成果の概要（和文）： 過去の地震時被害に関する調査から，液状化層を有する基礎地盤上に建設されたボ
ックスカルバートを含む盛土の構造を三次元にモデル化し，動的遠心力載荷実験を実施した．実験の結果，盛土
直下よりもカルバート直下で，液状化が進行し，さらにカルバートの坑口より継ぎ目直下で液状化が進行するこ
とが計測的に解明された．この現象を理解するために，土水連成弾塑性有限要素法による動的解析を実施した．
数値解析の結果，実験と同様にカルバート直下で液状化が進行する現象が再現された．このことから，カルバー
トの底版が基礎地盤の有効応力を低下させることに寄与したといえる．

研究成果の概要（英文）：Based on a survey of past earthquake damage, a three-dimensional model of 
the structure of an embankment including a box culvert built on a liquefiable foundation was 
developed and dynamic centrifuge loading experiments were conducted. The experimental results showed
 that liquefaction progressed more directly under the culvert than under the embankment, and that 
liquefaction progressed more directly under the joint than at the culvert mouth. To understand this 
phenomenon, a dynamic soil-water coupled elasto-plastic finite element analysis was conducted. The 
numerical analysis reproduced the phenomenon of liquefaction just below the culvert as in the 
experiment. This indicates that the bottom plate of the culvert contributed to the reduction of 
effective stress in the foundation soil. 

研究分野： 地盤工学

キーワード： カルバート　液状化　地震時追随性　2016年熊本地震　遠心模型実験　有限要素解析　力覚センサ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果から，見かけの単位体積重量の小さいカルバートのような構造物が液状化層を有する基礎地盤上に敷
設された場合，液状化をより進行させる可能性が示された．このような可能性については，現行のカルバート工
の設計指針において何ら留意されていない．このような事象を確認した先行研究が殆どなく，また，一般に上載
構造物は基礎地盤内の有効応力を増大させるため，液状化にとって不利に働かないと考えられてきたことが原因
と考える．本研究をさらに発展させることで，本事象の発生条件を一般化し，他の社会基盤構造物において同様
の懸念がないか，明らかにすることが期待できる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 

近年の地震において，アンダーパスの段差被害や目開きにより，高速道路が地震直後の緊急輸
送路としての役割を果たせない事例が繰り返し報告されている 1) ~ 3)．これらの事例は，2004 年
新潟県中越地震 1)，2011 年東北太平洋沖地震 2)，2016 年熊本地震 3)において確認された（図 1-

1）．いずれも，傾斜地盤，液状化を誘発しやすい旧河道，軟弱地盤上のアンダーパスで発生し，
基礎地盤が変状している 4)．つまり，地質・地形条件，設計条件，外力条件が組み合わさった被
害である．高速道路盛土は道路土工指針 5）により重要度 1 と定めされる．「道路としての通行機
能に支障なし」とする地震時要求性能の障壁がこれらの被害である． 

これらの被害が繰り返された背景には，盛土-アンダーパスの相互作用に焦点を置く既往研究
と基礎地盤に起因する被害の実態との乖離があった．地中構造物は周辺地盤に対して見掛けの
単位体積重量が小さく，地震時には周辺地盤と一体的に挙動すると考えられてきた 6)．本研究で
はこの性質を地震時追随性と新たに定義する．この地震時追随性により地中構造物は地震時被
害が生じにくいと考えられ，国内外の地震時被害調査からも明らかな傾向である 6), 7)．しかし，
1995 年の兵庫県南部地震においてアンダーパスの大崩壊が報告された 8)ことを契機に，アンダ
ーパス躯体の地震時損傷メカニズムを解明する研究が主流となった 9)． 

本研究では，基礎地盤-アンダーパス-盛土の全体系は地震時追随性をいかに失い，交通機能を
損なうか，という問いを核心に据えて，研究の流れを転換する．一連の研究成果により，近年の
地震において躯体の降伏を主因とする被害は報告されていない 1) ~4)．一方で，段差や目開き被害
は盛土や基礎地盤の変形を原因とするため，視座の転換が必要である．すなわち，基礎地盤-ア
ンダーパス-盛土の動的相互作用の解明が求められている． 

 

 

図 1 アンダーパスにおける段差・目開き被害：a) 2004 年新潟県中越地震 1)における目開き，b) 

2011 年東北太平洋沖地震 2)における目開きと土砂流入，c) 2016 年熊本地震 3)の段差被害 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，アンダーパスがいかに地震時追随性を喪失するか，そのメカニズムを三次元
的に解明して，基礎地盤-アンダーパス-盛土全体系の交通機能を損なうパターン（図 2）を体系
化する．本研究グループ 10)および七澤ら 4)の研究を通じて，アンダーパスの段差被害や目開き被
害は，基礎地盤の液状化や粘土地盤の変形を原因とすることが明らかになっている．この事例を
踏まえて，アンダーパスが基礎地盤の液状化や軟弱地盤の変形に寄与し，全体系の地震時追随性
を喪失しているとの仮説を立て，この仮説を模型実験，数値解析により検証する． 

 

 

図 2 交通機能を損なう基礎地盤-アンダーパス-盛土の推定変形モード 
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３．研究の方法 

 ボックスカルバートの目開き被害の発生メカニズムを理解するためには，盛土・カルバート・
基礎地盤の複雑な相互作用をモデル化した実験的・解析的検討が不可欠であると考えられる． 

まず，本研究では過去の地震時被害に関する調査を行い，被害の形態，設計条件，地質条件等
を整理した．被害の程度と設計諸元の関係を分類し，代表的な設計条件を抽出し，それらの条件
と実験条件の制約を満足するカルバート模型を設計した．このカルバート模型に対して，軟弱地
盤，液状化層を有する基礎地盤にそれぞれ建設されたカルバートを含む盛土模型に対する動的
遠心力載荷実験を実施した． 

つぎに，実施した動的遠心力載荷実験と既往の研究のレビューから，ボックスカルバートの直
下において，液状化が進行しやすいとの仮説を立て，これを数値解析から説明することを試みた．
土水連成弾塑性有限要素法による動的解析を実施し，排水条件と，液状化層厚の異なるボックス
カルバート軸方向の地震時挙動を調べた． 

さいごに，カルバートと周辺地盤の応力伝達状態の変化から，地震時追随性を計測的に評価可
能か検証することを目的に，三軸力覚センサを用いた構造物に作用する直応力・せん断応力の計
測方法の確立を試みた． 

 

４．研究成果 

  

 遠心模型実験では，5.0 m の液状化層を有する基礎地盤上に建設されたボックスカルバートを
含む盛土模型を三次元にモデル化した（図 3）．基礎地盤の変状を観察することを目的に，ボッ
クスカルバートの半断面をモデル化している．なお，本模型はカルバートのウィング壁までモデ
ル化している．50G の遠心加速度を載荷し，1 Hz, 20 波の正弦波を最大入力加速度 0.5 m/s2，1.5 

m/s2 に調整して，この順に入力した．実験の結果，ボックスカルバートは全体的に沈下しつつ，
坑口に向かって倒れこんだ．また，被災事例で確認された噴砂による継ぎ目部への土砂流入も再
現された．基礎地盤内に設置した，土圧計，間隙水圧計から一次元の有効応力を算出し，初期有
効応力と過剰間隙の関係から，液状化の進行程度を評価した．この結果から，カルバートと盛土
では，カルバート直下で液状化がより進行し，カルバートの中では，坑口よりも継ぎ目直下で液
状化が進行することが分かった．このことから，カルバートの存在が局所的に液状化を進行させ
る原因になったと推察される．この仮説を検証するため，数値解析を実施した． 

 

 

図 3 ボックスカルバートを含む盛土模型の構築過程 

 

図 4 地震動入力前後における目開き状態の変遷 

(a) (b) 

  

図 5 過剰間隙水圧比の推移：（a）最大入力加速度 0.5 m/s2，（b）最大入力加速度 1.5 m/s2  
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 実験結果から，カルバートが遮水壁として働き，過剰間隙水圧を高めたとの仮説を立て，数値

解析によりその影響を調べた．解析モデルでは，カルバート底版の排水条件（完全排水，非排水

の二条件），液状化層厚の影響を調べた．本解析では，カルバートを弾性体として扱い，土被り

は考慮せず，基礎地盤は弾塑性体として扱った．解析モデルは七澤ら 4)の検討を参考にした．基

礎地盤については，豊浦砂の物性値を使用し，その力学特性は，回転硬化の概念に基づく弾塑性

構成則である Cyclic mobility model11)を用いてモデル化した．解析結果の一例を示す． 

 図 6 に，解析終了時点（地震動入力後，50 秒経過時点）の有効応力減少比に関するコンター

を示す．有効応力減少比は 1-/0（0:初期有効応力，：任意の時刻における有効応力）で定義

され 12)，1 に近いほど液状化が進行し，-1 に近いほど初期よりも拘束圧が上昇し，密になったこ

とをそれぞれ意味する．図より，カルバート直下が排水条件として作用する場合，非排水条件に

比べて，液状化領域が殆ど消失することわかる．また，非排水条件かつ液状化層厚が浅い場合と

深い場合で，カルバートの目開きのモードが異なった．違いが出た理由は，液状化層厚が 10 m

のケースでは液状化領域が深さ方向に拡大し，カルバートの継ぎ目部が沈下することを基礎地

盤が許容できたため，と考えられる． 

 

 

図 6 地震動入力後 50 秒経過時点の有効応力減少比のコンター図：カルバート底部を排水・非

排水条件に設定した条件と，液状化層厚が 3.0 m，10 .0 m の条件を組み合わせた 4 通り．  

 

 一連の模型実験と数値解析により，カルバートが供用性を喪失する条件を概ね特定すること

ができた．これらの現象を地震時追随性の概念と紐づけて説明するためには，盛土-構造物-基礎

地盤の動的な相互作用，あるいは動的な応力の伝達状態が弾性的な範囲から，塑性的な範囲に移

行する状態を計測することが必要と考えた．そこで，同一点で，直応力・せん断応力を計測可能

なセンサをカルバートに搭載し，応力の伝達状態の遷移を明らかにする．ロボット工学で現在活

用される三軸力覚センサは，この要件を満たしており，定圧一面せん断試験によりその精度を知

らべた．実験結果の一例を以下に示す． 

図 7 に，78.4,156.8 kPa の垂直応力条件における，せん断応力と垂直応力の比の推移を示す．

図より, 小型三軸力覚センサから求めた応力比は，比較的良い一致を示している．繰返しせん断

過程において，78.4 kPa のケースでは，せん断装置による計測機器と比較して，3 軸力覚センサ

が最大で 1.5 倍程度大きな応力比になるが，156.8 kPaのケースでは，最小で 0.5 倍程度の小さな

応力比が計測される．この原因について，実験手順の影響や，センサと治具の干渉状態の調査な

ど精査が必要である． 

 

 

 



(a)  (b)  

 

図 7 2 種の垂直応力条件におけるせん断過程の応力比の推移：(a) 垂直載荷圧 78.4 kPa, (b) 垂

直載荷圧 156.8 kPa．Dr は豊浦砂の相対密度． 
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